
新産業・エネルギー振興課 

施設の所有区分及び業務範囲に関する留意事項 

本施設が（株）ブイ・アール・テクノセンターとの合築施設であること、団体

が複数入居している施設であること、県が直接運営する部分があること等を考慮

して、以下に所有区分及び業務範囲等に関する留意事項を記載します。  

１ 施設の所有区分について 

  （１）建 物 

    県と（株）ブイ・アール・テクノセンターの合築施設です。専有面積と共有面積の合計を 

  専有面積で按分した面積の合計（Ａ）を各々の持分としています。  

  （２）土 地 

    県所有の施設の敷地面積は 23,674.99 ㎡ です。 

      各務原市テクノプラザ１丁目１  宅地 （本館敷地・来館者駐車場）21,363.82 ㎡ 

                  〃            ４５ 雑種地（第２駐車場）        991.00 ㎡ 

          〃            ４３ 雑種地（北棟職員駐車場）       984.00 ㎡ 

         〃            ２  宅地 （公道）                 336.17 ㎡ 

                                                                   23,674.99 ㎡ 

このほか、敷地外の土地を来館者・職員共同駐車場として県が借受けています。 

 

２  施設の内容について   

 建物内の各施設を整理すると、以下のとおりです。  

 

ﾌﾛｱ 施設  所有者及び面積 総称 

５階  

・指定管理者事務所  

・科学技術図書資料室 

・リラクゼーションルーム 

・入居団体事務所 等 

県分(公の施設) 

科学技術振興センター 

延べ床面積 

7,945.85 ㎡ テクノプラザ本館 

総延べ床面積 

11,462.69㎡ 

４階  

・貸出施設：７室  

・カフェテリア  

・交流サロン  等  

県運営施設  開放研究室：５室  

３階  

・ (株 )ﾌﾞｲ･ｱｰﾙ･ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ(ｵﾌｨｽ) 

・技術開発室（ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業等入居） 

・パソコン研修室  等  

民間分 

(株)ﾌﾞｲ･ｱｰﾙ･ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 

延べ床面積 

3,516.84 ㎡ 

２階  

１階  

区分 県持分 （株）ブイ・アール・テクノセンター持分  計 

専
有 

１～３Ｆ  (株)ブイ・アール・テクノセンター ─ 2,210.87 ㎡ 
7,205.94 ㎡ 

４～５Ｆ  岐阜県科学技術振興センター  4,995.07 ㎡ ─ 

共有部分のうちの持ち分  

（専有面積の按分により算出） 
2,950.78 ㎡ 1,305.97 ㎡ 4,256.75 ㎡ 

合計（Ａ） 
7,945.85 ㎡ 

（69.32%） 

3,516.84 ㎡ 

（30.68%） 
11,462.69 ㎡ 



 

（１）科学技術図書資料室  

面積    ８５０㎡  

   蔵書図書数 約４０，０００冊（平成２８年度末時点） 

   主な蔵書  規格情報や特許に関する情報 

   収蔵可能数 １５０，０００冊 

 

（２）リラクゼーションルーム  

  シャワー室やベットを備えた休憩室です。  

 

（３）入居者  

    平成２９年７月現在の入居者は以下の７者で、県から目的外使用許可を得て入

居しています。  

  ５階：（公財）岐阜県研究開発財団、（一社）岐阜県発明協会、  

（一社）岐阜県工業会、（公社）日本技術士会中部本部岐阜県支部、  

（特非） K-IT シティ・コンソーシアム、（株）十六銀行［ ATM］  

４階：カフェテリア営業者  

 

 （４）貸出施設  

 

 （５）交流サロン  

一般向けの新聞を配置し、自由な雰囲気で研究者をはじめ一般の方々が交流す

るサロンスペースです。  

 

（６）開放研究室  

  岐阜県の科学技術の振興に資する目的で、企業等へ開放している施設です。  

 

（７）駐車場 

   県有地と借受地に４箇所の駐車場があります。  

県有地  

来館者駐車場  ７３台  

第２駐車場  ３０台  

北棟職員駐車場  １３台  

借受地  来館者・職員共同駐車場  ８３台  

 

  ※駐車場の位置等については、別添「テクノプラザ本館周辺図面」を参照のこ

と。  

 

 

名称 面積 収容人数 

プラザホール 

(条例上は「多目的ホール」) 
319 ㎡ 机・椅子 １５０人、椅子のみ ３００人 

第１会議室 101 ㎡ 机・椅子  ３６人、椅子のみ   ７５人 

第２会議室 101 ㎡ 机・椅子  ３６人、椅子のみ  ７５人 

第３会議室 106 ㎡ 机・椅子   ４２人、椅子のみ   ８０人 

ＡＶ会議室 

（条例上は「第４会議室」） 
88 ㎡ ２０人 

特別会議室 95 ㎡ ２０人 

研修室 88 ㎡ ４８人 



３ 業務範囲について 

   指定管理業務を行う際に、業務範囲の観点で留意していただきたいことは以下のとおりです。 

 

   ア 県の使用範囲 

        開放研究室の使用許可手続きは、県が行います。ただし、鍵の管理等は他の会議室等 

と同様に取り扱っていただきます。 

指定管理料には開放研究室の電気代等も含め積算されています。 

   

 イ 目的外使用許可団体の使用範囲 

          入居している７者については、県が目的外使用許可を行います。なお、目的外使用許

可料及び共益負担金については県が直接収入します。アと同様、指定管理料には目的外

使用許可団体の電気代等も含めて積算されています。また、目的外使用許可団体の電気

代、水道代の月次の使用量を県に報告していただきます。 

【補足】行政財産の目的外使用許可 

 センターは、公有財産の分類上、行政財産として区分されています。この行政財産は施

設の設置目的又はその用途以外に使用することができません。ただし、その用途又は目的

を妨げない程度において使用を許可することができます。 

 このことを行政財産の目的外使用許可といいますが、知事のみが行使できる権限であ

り、指定管理者が行うことはできません。 

 

  ウ (株)ブイ・アール・テクノセンターの管理部分 

     上記１のとおり、１～３階は民間企業である（株）ブイ・アール・テクノセンター所

有の施設です。 

     仕様書第４の３（２）には、業務の分離発注が困難である点、施設の一体的管理の観

点等から、テクノプラザ本館全体について記載しておりますが、本指定管理業務の対象

は、科学技術振興センター部分となります。（株）ブイ・アール・テクノセンター所有

分については、本指定管理業務を参考にして、別途施設管理係る契約を締結し、指定管

理者により当該業務を実施していただきます。  

（株）ブイ・アール・テクノセンターの持分に係る費用については、１（１）に記載

の持分を基準に、同社が負担をします。 

     実際の負担割合は、今後の協議により決定しますが、参考に、平成２９年度の施設管

理業務の費用の負担割合を以下に示します。 

負担割合  業務名  負担割合の根拠  

指 定 管 理 者

の 負 担 割 合

が、６～８割

の業務  

設備運転監視業務、設備保守点検業務、  

電気設備保安管理業務、消防設備保守点検業務、

電話設備保守点検業務、昇降設備保守点検業務、

自動ドア保守点検業務、警備業務、庭園管理業務、

環境衛生管理業務、清掃業務、  

一般廃棄物収集運搬業務、緊急業務  

業務が一括発注されて

おり、施設の持ち分比

率程度で負担してい

る。 

指 定 管 理 者

の 負 担 割 合

が ９ 割 以 上

の業務  

冷温水発生器保守点検業務※１  

ホール吊物・照明装置保守点検業務※２  

※１…費用分担の対象

が共用部分のみであるた

め。（南棟は個別空調）  

 

※２…科学技術振興セ

ンターのプラザホールの

設備に関する保守点検で

あるため。 

 


